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1．はじめに
　本稿で取り上げる事件については，かねて保険会社側（被告，被控訴人）が上
告受理の申立てをしていたが，昨年末最高裁においてこれが棄却されたため
に，東京高裁の判決が確定している。筆者は，本件が東京高裁での審理中から
本件に多少とも関った者として，二つの点で悪櫨に堪えない。一つは，被告保
険会社側の主張がほとんど被保険利益の有無に絞られていたという点である。
保険会社側が最高裁への上告に当たって筆者の意見書を求めたとき，告知義務
違反を中心に据えて争うべきであると申し入れたが，これが聞き入れられず，
筆者の意見書から告知義務違反についての記述が削除された。もう一つは，よ
り重要な点であるが，東只高裁が，被保険利益および航海事業の適法性をもっ
ぱら日本法の問題として取り扱い，英文貨物海上保険証券上の損害に関する準
拠法の問題を正面から論じなかったのと同様に，最高裁が本件において適用さ
れるべき準拠法についての議論を避けたと思われる点である。その結果，国際
貿易貨物海上保険契約においてわが国で使用される英文保険証券中の英法準拠
条項の解釈について誤った判断を下した東京高裁の判決が確定することになっ
たのは誠に残念である1。
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　本件については，最高裁の決定が下される以前に別稿でこれを論じた2。そ
こで，本稿は確定した東只局裁判決に対する誇評が中心とならざるを得ない
が，被告保険会社が援用することを薦曙った告知義務の問題についても触れて
みたい。本件では，海上運送人の責任の有無，および海上運送人に責任が有る
とした場合の，国際海上物品運送法13条1項の適用の有無についても重要な争
点となっているが，この点についてはこれを捨象し，もっぱら海上保険契約の
立場からこれを論じることにする3。
2．事実の概要と第一審および控訴審の判決
　2－1、事実の概要
　2－1－1．一審原告・控訴人（以下「原告」という。）は，米国国籍を有する
個人であるが，日本に生まれ育ち，日本で貿易会社を営んでいたところ，日本
の住屠を引き払い，米国カリフォルニア州サンディエゴに転居するために，一
審被告・被控訴人・控訴人Y1（以下「被告Y1」という。）に対し，本件絨毯4点
を含む原告所有の美術晶，骨董品，家財道具をコンテナ詰めにして東京の原告
の自宅から転居先まで運送することを依頼し，平成4年11月27日，被告Y1と
の問で運送契約が成立した。本件運送契約は，被告Y1が原告宅から転居先ま
でのすべての陸上および海上運送並びに日本および米国における通関手続きを
行うことを内容とするものであった。運送契約の締結に先だって，原告は，被
1　この英法準拠条項は，保険契約自体の有効性については日本国の法令に準拠するものの，保険者
の貢任の有無およびその精算方法については英国の法葎および債習に準拠するという趣旨のものと
解されている。一東京地裁昭和52年5月30日判決。
2　鈴木辰紀教授古希記念論文集における拙稿『英法準拠条項と海上保険者の責任二取引規制対象
晶の不着事件に関する高裁判決を中心に一」平成13隼5月，成文堂刊。
3　海上運送人の責任の有無，および海上運送人に責任が有るとした場合の，国際海上物晶運送法13
条1項の適用の有無については、石原全「海上運送人が高価品につき損客賠償貢任を負うとされ
たが、貨物海上保険契約が無効とされた事例」『判例時報」第1697号（平成12隼3月），204－209頁
参照。
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告Y1の求めに応じて，通関手続きに必要な運送品の明細と個々の評価額を記
載した運送晶目禄を作成したが，この中には，イラン製高級絨毯25枚が含まれ
ていた。
　被告Y1と被告・被控訴人保険会社Y2（以下単にr被告」という。）は，同年ユ2
月！5日，両者聞で既に締縞されていた包括予定保険契約に基づき，旧英文貨物
海上保険証券をもってする個別契約として，原告を被保険者とする本件保険契
約を締緒した。保険金額はおよそ200万U．S．ドル，保険条件はオール・リス
クス担保であった。
　被告Yユは，平成4年11月30日頃から12月7日にかけて本件運送品の運び出
しを行ったが，原告は，被告Yユに対し，本件運送品のうち原告の転屠先です
ぐに必要になる物と，しばらく倉庫に保管して欲しい物の二種類を区別して指
示し，別個に梱包するよう依頼していた。
　原告は，平成5年1月初め頃，被告Y1の下請会社Aから，本件運送晶がす
べて無事にカリフォルニアに到着し，通関手続きを終えたとの知らせを受けた
ことから，Aに対し，同年2月5日に原告の転居先において，本件運送品のう
ち原告がすぐに必要になるものと指示した物だけを受け取ることを伝え，Aは
これを承諾した。
　平成5年2月5E1，本件運送晶のうち原告がすぐに必要になるものと指示さ
れた物が，Aの使用人または代理人によりトラックで原告の転居先に運び込ま
れ，原告立会いの下にコンテナを開けて点検したところ，運送品に含まれてい
るはずの絨毯のうち4点がコンテナ内にないことが発見された。そこで，Aは
被告Ylに本件事故を通知するとともに，本件運送品のうちしばらく倉庫に保
管する予定の物を点検し，その申にこの絨毯が紛れ込んでいないかどうかを確
認したが，発見することができなかった。
　2－1－2、事故発生当時，米国では，違邦行政命令集31編560章（いわゆる
rイラン取引規則」）によってイラン原産品の米国への輸入は原則として禁止さ
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れており，イラン製絨毯に関しては5枚以内であれば一般的に輸入が許可され
るが，それを超える枚数については米国財務省外国資産管理局の特別許可を要
し，これがない限り，そのうち1枚であっても輸入は認められないことになっ
ていた。しかし，原告は事前にこの許可を得ていなかった。
　原告は，被告Y工に対し，平成5年2月15日，被告Yユの作成した請求書に基
づき，本件運送にかかる運送費用全額を支払った。
　そこで，原告は，被告Y1が運送申に運送品の一部である高価なイラン製絨
毯を紛失させたとして，被告Y1に対し，運送契約の債務不履行または不法行
為に基づく損害賠償請求として，上記イラン製絨毯の当時の時価相当額とされ
る9，642万円余の支払いを求めるとともに，運送契約の締緒に際し，被告Ylが
被告保険会社との問で，原告を被保険者とする貨物海上保険契約を締結してい
たことから，被告に対し，本件保険契約に基づき被告Y1と連帯して本件絨毯
についての付保金額である当時の時価相当額を支払うよう求めた。
　2－2．両当事者の主張
　2－2－1．本件では，原告と被告保険会社との間に，主として以下の5つの
争点があった。
　（ユ）本件事故において紛失した絨毯の特定について
　（2〕本件事故発生時における本件絨毯の評価額（原告の損害額）について
　（3源告のイラン取引規則違反の有無並びにその違反の事実が本件保険契約の
　　効力および被告の損害てん補責任に与える影響について
　（4）原告の最大善意義務違反の有無およびその違反の事実が被告の損害てん補
　　責任に与える影響について
　（5〕被告が原告に精神的損害および弁護士費用相当額の損害を与えたことによ
　　る不法行為責任の有無について
　しかし，上記（1X2〕および（5〕は本稿の目的とあまり関わりがないので，本稿で
は，海上保険契約法上特に問題となるべき（3〕および14〕について論じてみたい。
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　2－2－2．原告のイラン取引規則違反の有無並びにその違反の事実が本件保
険契約の効力および被告の損害てん補責任に与える影響について
　この点につき，被告は次の通り主張する。すなわち，イラン取引規則には，
イラン製晶の米国への輸入に対する財政的支援，助成その他の役務の提供を禁
止する規定があり，この規則に違反する物品の輸送を保険により援助すること
は同規則に違反するから，被告保険者が本件保険契約に基づき原告に保険金を
支払えば，被告が米国において刑事訴遣を受ける可能性がある。原告は被告に
対し，刑事訴遣を受ける可能性がある本件保険金の支払を請求することはでき
ない。
　また，本件保険の目的物はイラン取引規則により米国への輸入が原則的に禁
じられているイラン製絨毯であり，原告は，本件絨毯の米国への輸入に際して
特別許可を取得していなかったのであるから，原告の行為は同規則に違反する
ものであり，本件保険契約は被保険利益が存在しないものとして無効である。
仮に本件保険契約が無効でないとしても，本件保険契約の対象とされる貨物海
上運送はおよそ適法な方法で遂行し得ないものであり，それ自体違法な航海事
業であって，本件保険契約における保険者のてん補責任の有無に関する準拠法
である英国法（1906年英国海上保険法≒M・・i・・Ins・・ance　Act1906－41条）に違反す
るから，保険者たる被告は同33条によって，同違反の日すなわち本件保険契約
締結の日から，同契約に基づくてん補責任を負わない。
　これに対して，原告は次のように主張する。すなわち，本件絨毯を米国に輸
入する行為がイラン取引規則に違反するとしても，同規則は米国の行政上の規
制であって，私法上の契約の効力には影響を及ぼさないし，また，同規則によ
れば，本件保険契約締結当時，個人用財産としてのイラン製繊毯は5枚までの
輸入が認められており，きらに，平成7年5月9日付けの米国財務省外国資産
管理局の一般許可により，現在では，商業目的でなく，個人が外国に居住し，
その間実際に使用してきたイラン製家財道具等の輸入は認められるに至ってい
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るところから，同違反が本件保険契約の効力ないし被告のてん補責任に影響を
及ぼすことはない。また，イラン取引規則560，202条に列記される行為に保険
契約は含まれておらず，仮に含まれる余地があり得るとしても，違反とされる
のは故意あるいは故意とみなし得るものに限られるが，原告および被告保険者
は，本件保険契約締結の時点で同規則の存在を知らなかったのであるから，本
件保険契約自体が同規則に違反することはありえない。更に，原告は，事前關
示手続きにより，米国税関に対し，本件絨毯の米国への輸入の事実およびイラ
ン取引規則を知らなかったために特別許可を取得しなかった事実を開示し，同
行為が法律上間題となるか質問したところ，米国税関としては何らの措置も予
定していないとの回答を得ており，これは米国政府が公式見解として原告に責
任を追及しないことを表明したものであり，最終的かつ拘束力のある判断であ
る。
　2－2－3　原告の最大善意義務違反の有無およびその違反の事実が被告の損
害てん補責任に与える影響について
　この点につき，被告は以下の通り主張する。すなわち，原告は，被告に対
し，保険の目的物を過大に評価した本件絨毯目録を提出して本件保険契約を締
結し，さらに，保険金請求の段階では，内容が相互に矛盾するような文書や，
誤解を招くような文書を提出したものであるから，かかる原告の行為は英国海
上保険法17条に規定する最大善意の原則に反するものであり，被告は原告の本
件保険契約に基づく保険金の支払請求を拒むことができる，と。これに対し，
原告は，本件絨毯関係書類は当初から一貫しており不自然な点はなく，絨毯目
録に記載の評価額も適正なものであって，過大評価の事実は存在しないと主張
した。
　2－3．第一審判決
　上記事実および両当事者の主張に基づき，東京地裁は，被告Y1の全面的な
責任を認めるとともに，被告保険会杜に対する請求を棄却した。その理由は以
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下の通りである。
　本件事故発生当時，イ・ラン原産の物品の米国への輸入は，イラン取引規則に
より原則的に禁止されており（上記同規則560，201条），イラン製の繊毯につい
ては，5枚以内であれば一般的に輸入が許可されるが，それを超える枚数の輸
入については，同規則560，504条aに基づき米国財務省外国資産管理局の特別
許可を取得しない限り，そのうち一枚であっても輸入が許されないこと（同規
則560，514条b）が認められるところ，本件絨毯目録記載の25枚の絨毯がいず
れもイラン製であること，この絨毯の米国への輸入について特別許可が取得さ
れていないことから，本件絨毯目録記載の絨毯を日本から米国に輸入した原告
の行為は，イラン取引規則560，201条により禁じられている米国法上違法な行
為と認められる。本件保険契約は，かかる米国への輸入が禁じられている物品
の海上運送において，当該物晶について生じた損害をてん補することを内容と
するものであること，本件保険契約に基づき保険金を支払う行為は，同規則
560，202条に違反するものであり，同規則560，701条a（合衆国法律集18編545
条）における輸入禁止物品の輸送の促進に該当するものとして，米国において
刑事訴追の対象となる可能性が存在することが認められるところ，かかる保険
契約の有効性を認めれば，結果的に違法な行為を助長するだけでなく，保険者
において保険金を支払う必要が生じることになり，積極的に違法な行為を作出
することになるから，本件保険契約は被保険利益を欠き，それ自体公序良俗に
反するものとして無効と解すべきであるし，少なくとも保険者において刑事訴
追を受ける可能性のある保険金の支払いを請求することはできないと考えるべ
きである。
2－4．控訴審判決
　これに対して，東呆高裁は，イラン取引規則は米国の行政上の一時的な規制
に過ぎず，運送契約も保険契約の被保険利益も公序良俗に反するとは言えない
こと，保険契約における航海事業の適法性について，約款は英法を準拠法と定
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めているのではなく，日本の公序良俗に反するか否かの一要素として考慮すれ
ば足りること，日本においては本件運送は法律に触れず，契約の履行地である
米国のイラン取引規則には触れるが，その違法性が高いとは認められない等の
理由で本件保険契約が公序良俗に反するとは認められないこと，等の理由に基
づき，第一審判決を覆して原告全面勝訴の判決を下した。
3．本件の準拠法について
　3－1．わが国の損害保険会社では，輸出入貨物の海上保険契約について現
在二種類の英文海上保険証券を使用している。
　その一つは，当時，保険証券の制定に関わる関違業務を日本損害保険協会か
ら移管されていた損害保険料率算定会が，1949年（昭和24年）に制定した標準
様式に準拠したもので，1906年英国海上保険法第一付則に掲げられているロイ
ズS．G．保険証券（Lloyd’s　S　G　Policy）を基に，1コンドン保険業者協会（I．sti－
tute　of　Lo・don　U・de・writers）が1939年に保険会社統一様式として作成したCom－
panies　Combined　Policy（C。。go）をほとんど一字一句模傲した伝統的な保険証
券である。これには，同じくロンドン保険業者協会の制定にかかる協会貨物約
款（1nstit・t．C。。goClau。。s；ICC）が，標準約款としてそのまま追加適用されてい
る。そして，これらの保険証券様式および保険約款は，当時の監督官庁であっ
た大蔵省の認可を得て全社的に使用されてい私
　もう一つは，国連貿易開発会議（UNCTAD）の場での国際標準海上保険証券
および標準約款制定の動きに機先を制する形で，これまで長年にわたって使わ
れてきた上記の伝統的保険証券に代えて，1982年1月1日から英国で使用され
ている保険証券に準拠して1ヨ本損害保険協会が作成した全く新しい英文貨物海
上保険証券標準様式に倣って，各社が独自に作成したものであり，これにもロ
ンドン保険業者協会が新しく制定した諸種の協会約款がそのまま遣加適用され
ている。
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　現在のところ，わが国では，信用状によって新しい保険証券および約款によ
る保険条件の指定がなされる場合を除いて，大部分の契約が旧来の伝統的保険
証券および約款によっており，本稿で取り上げる事件において使用されていた
保険証券およびそれに添付されている約款もこれに拠っている。
　いずれにしても，わが国の損害保険会社は，外航貨物海上保険証券につい
て，日本語の保険証券を翻訳したものではなく，海上保険の世界的中心市場で
ある英国の保険証券をほとんどそのまま模倣したものを使用し，また定型特約
については，ロンドン保険業者協会が制定したものを一字一句変更することな
く使用している。
　そして，これら新旧両保険証券には，多少字句の差はあるけれども，「一切
の保険金請求（てん補請求とも訳される）に対する保険者の責任およびその精算
については，英国の法律および慣習に拠る。」という英法準拠条項（Go．emi㎎
Cl。。。e）が挿入され，上記の伝統的英文保険証券では，保険証券表面の裸本文
（B。。e　Body）あるいは単に本文（Body）と呼ばれる，いわゆる普通保険約款に
相当する契約の重要部分に記載されている（この条項の内容については後述す
る。）。
　このように，わが国の損害保険会社が英国で使用される保険証券をほとんど
そのまま使用するのは，世界中にその内容が知られている英国のそれを使用す
ることによって，日本語を知らない外国人にも安心して日本の損害保険会社を
利用してもらうためである。しかしながら，わが国の損害保険会社が，英国で
使用される保険証券をほとんどそのまま使用しても，損害が発生したときに，
保険会社の責任の有無を判断するにあたってわが国の法律に拠るのであれば，
やはりそれを知らない外国人は，日本の損害保険会社の利用を騰跨するであろ
う。そこで，損害が発生したときには，一切の保険金請求に対する保険者の責
任の有無および保険金の精算については，わが国の法律に拠るのではなく，英
国の法律および憤1習に拠って判断すべきことをこの英法準拠条項によって明示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　263
　30　　　　　　　　　　　　早稲囲商学第390号
するに至ったのであり，こうしてわが国損害保険会社の信用と利用度を高めて
いるのである。
　3－2．もちろん，この英法準拠条項は，一切の保険金請求に対する保険者
の責任の有無および保険金の精算について，英国の法律および贋習に拠る旨を
定めているのであって，それ以外の事項に関しては，英国の法律および憤習に
拠るわけではない。したがって，例えば保険契約自体の有効性の判断について
は，契約地の法令に拠るのか，契約履行地の法令に拠るのか，本店所在地の法
令に拠るのか，保険事故発生地の法令に拠るのか，あるいは法廷所在地の法令
に拠るのかといった間題が生じ得ようが，本件において，仮に契約当事者が日
本の法律および慣習に拠って本件保険契約の有効性を判断することを前提とし
ているものと考えた場合，被保険者が日本から米国に運送されるイラン製品に
対して有する被保険利益の保険契約が有効に成立しているかどうかということ
が問題となる。被保険利益論から言えば，被保険利益は適法なものであること
を要し，違法な被保険利益はこれを保険に付けることができないのであるが，
本件運送を強行することは当然外国の法令に違反することになるから，違法な
運送の対象となる貨物の被保険利益はこれを保険に付けることができず，いか
なる合意または追認をもってしても，これを有効な利益とすることはできない
というのが現在の通説である。
　仮に百歩譲って，本件保険契約が，東只高裁の判旨するように，わが国の法
律によって有効に成立したと仮定しても，損害の発生に際して，その損害に対
する保険金講求について当該保険契約に基づき保険者に責任があるか否かは，
当然当該保険証券の諸規定およびそれに添付される協会諸約款・タイプ約款・
手書き約款等の諸規定，並びに（本件保険契約における普通保険約款中の一規定た
るべき英法準拠条項の規定に従い）それら諸規定の背後にある英国の法律および
慣習に拠って判断されなければならない。
　そこで，上記契約約款の背後にある過去の英国海上保険判例を整理し，成文
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化した1906年英国海上保険法の4！条は，「保険に付けられた航海事業が適法な
航海事業であり，かつ，被保険者が事態を支配できる限り，その航海事業が適
法な方法で遂行されなければならないという黙示担保がある」旨の規定を設け
て，損害発生時の保険者の責任の有無を判断する前提として，その保険契約が
基礎をおく航海事業の適法性を求めているのである。これはいわゆる適法黙示
担保（imp1ied　w・mnty　of　legality）と呼ばれるものであって，上記の通り，保険
者の責任の有無を判断する前提として，正確に充足されなければならない。し
たがって，もしこれが正確に充足されなければ，保険者は担保違反の日から責
任を免れることにな乱
　英法における担保（wa・・㎜ty）は確約的担保（p・㎝isso・y　w・・…ty）を意味す
るが，その性格は，このように縫対的なものであって，危険に対して重要であ
ると否とを問わず，わずかな違反であっても，また事故発生前にそれが充足さ
れていても，さらにまた担保違反とは無関係の事故によって損害が起こった場
合でも，保険者は免責されるのであって，このことは，1870年の有名な
Quebec　Marine　Ins皿rance　Co，v．Commercial　Bank　of　Canada事件4を見れば明
らかである。したがって，例えばわが国において，建築基準法違反建物の焼失
に対する火災保険金請求や道路交通法違反車両の事故に対する自動車保険金請
求が認められる可能性があるのとはわけが違う。英法における担保は極めて重
要なものであり，とりわけ黙示担保については，表示（・ep・e・e・tatio。）や条件
4　英国海上保険法には，この適法黙示担保と並んで，これと同じ法的効果を有する堪航黙示担保
　（i皿p11ed　warra皿ty　of　seawor舳ness）というのがあるが，本件は，この堪航黙示担保に関する事件
である藺すなわち，本件によれば，ある船舶がMontrea1からNo珊Sco幽のH乱1if弧までの航海
につき保険に付けられていた。同船がM㎝t舵dを出帆した時，同船の汽缶に発見できない欠陥が
あった。その欠陥はSt　Lawr㎝ce河を下航する区間の途中で外都に現れてきた。その後この欠陥
のために同船は航行不能となり，その鰭果修繕のため同船はMontrea1に引返さなければならなく
なった。修繕後，同船は元の航海に復煽したが，その後，修繕された不堪航とはまったく関係のな
い暴風雨によって沈没L，全損となoた。このような事惰の下において，同船は最初航海を開始す
るときに不堪航であったため，讐えこれが修繕されても堪航担俣違反となり，保険者はてん補責任
を負わないと判決された。
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（。O口ditiOn）とは異なり，この違反が仮に無知または善意に基づくとしても，
また危険にとって重要なものであると否とを間わず，被保険者は担保違反の結
果に対してその責めを免れることはできないのであるから，これについては，
東京高裁が判旨する「違反は軽微だから許される」というような，違反の程度
を間題にすることすらできない。再度言えば，これは海上保険契約に基づき保
険者に責めを負わせる前提として，1906年英国海上保険法34条に規定する場合
を除き厳格に充足されなければならない不可欠条件であって，もしこれが厳格
に充足されなければ，担保違反の日から（すなわち，本件では契約時に遡及して）
保険者は責任を免れるのである（ユ906年英国海上保険法33条；Lambe仇丁物1伽蜆
○脆且ωれ閉1例3刎他伽2，　6th　ed，1986，P．53　；　Susan　Hodges，Lαωρ戸〃α〆榊1例s刎他伽2．1996，
p．98md　suiv．，その他）。
　そこで，1906年英国海上保険法41条に規定する航海事業の適法性は，当然，
英国の法偉を基準として決定されるわけであるから，ある航海事業が，外国の
法律では適法であっても，英法では違法なものとなることがある。例えば，あ
る外園と英国とが戦争中，その外国人の貨物を積載した船舶が英国の封鎖を侵
破する航海に従事した場合，この航海事業は英法上違法であり，したがって英
国の保険者が自国官憲による捕獲の危険を担保する保険契約は，英法上違法で
ある。
　逆に，ある航海事業が，英法では適法であっても，外国の法律では違法なも
のとなることがある。この場合について，本件原告側弁護人が根拠としている
ように，加藤由作博士は，英法では外国の法律に違反する行為は問題とするに
足りないのであって，外国において密輸を行なおうとする船舶または積荷の保
険契約でさえも有効である，そしてこの点はわが国でも同様である，と述べて
おら牝る5。わが国でも同様というのは，わが国の保険者が，外国の法律に違
5　加簾由作r海上危険新論j（昭和36年、審秋社），19頁。
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反する航海事業に従事する船舶または積荷の保険を引受けても，その保険契約
は有効であるという意味であろう。したがって，外国の法令違反の理由によっ
て貨物が差し押さえられた場合，或いは被保険者が密輸を目的としたために外
国の官憲に貨物を没収されたような場合，加藤説によれば，これは捕獲（・・p－
tu．e）または官の処分もしくは君子の抑止（。e．tr．i．t　of　p．in．e。）による損害とな
り，場合によっては，保険者これを負担しなければならないことになる6。ま
た，葛城照三博士も，外国の法令や条約に違反することは国際礼譲に反するけ
れども，国際礼譲に反する航海事業に関係がある船舶または積荷を保護する保
険契約は違法でもなければ，無効でもない，と述べておられる7。これらの記
述は，かつて，英国において「外国の歳入法を歎くことを明白に，かつ公然と
意図した航海事業の保険は，たとえ詐歎を行なうために虚偽の書類が作成され
た場合でも，違法ではない」，そればかりか，「保険に付された貿易が，英国と
外国が当事国である条約の明示の条件に違反して営まれた場合でさえ，その保
険は有効である」と，Lord　Mansfieldによって判決されたある事件8を根拠と
していることは明らかである。それらの事件の当時，英国の裁判所は，通商の
自由を最大隈に認めることが英国にとって最も重要であると炉う考えから，あ
る契約が外国の法令や条約に違反しても，その違法を不問に付すか意図的に看
過する傾向があった9。
　こういった状況が，本件の対象となっている。つまり，外国の法令に違反し
ても，わが国の法律で認められているところのペルシャ繊毯の運送に関わる損
害について，英文保険証券に基づいて当該貨物の保険を引受けた保険者に責任
6　加藤・前掲書，502～503頁。この加藤説に対しては，外国に密輸することを意図したダイヤモン
　ドの積荷の保険は強行できないというM且ck㎝der　v．Feidi囲んG．1196612Lloyd’s　R恥455事件に
一おける控訴院記録長官Dem㎜g卿の付随的意見を掲げておく七
　葛域照三丁新版英文積荷保険証券論」（昭荊45隼，早稲田大学出版部），178頁。
　Lever札F1etchEr（1780）1P目rk．一ns，507；P1ヨ皿che叩、FIetcher（ユ779）1Dougl．251－
　Amo・ld，工ωガ吻η棚1棚吻伽o〃地棚ξ召（1981〕，・．745
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　267
早稲田商学第390号
があるのかという点においてである。
　この点に関して言えば，Lord　Mansfie1dの時代以降，国際信義や国際礼譲
の観念の変化に伴って，こういった契約を強行することに薦踏や嫌悪や抵抗が
示されるようになってきており，とりわけ1958年のRegazzoni　v．Sethia事件
における貴族院判決10を契機として，以後，外国の歳入法または不当で差別的
な性格の外国法の下で違法が生じた場合は恐らく別としても11，外国の国内法
または履行地の法律による違法は契約を無効にするということが，明確に確立
されたと考えられるに至っている121314。
　したがって，一審原告は控訴審において，上記の加藤説および葛城説を援用
しているが（高裁判決12頁および13頁），現在では，この加藤説や葛城説のよう
に，」外国の法令に違反しても，日本の法令に違反していなければ，その保険契
1O　この事件に拠れば，スイス在住のPolisseno　Regaz・㎝i（買主）とイギリスの会社K　C．S舳ia
　（売主）との闘で，商アフリカでの転売を目的としてインドからイタリアまで運送されるインド産
　の費麻袋50万個の売買契絢が締繕された。インドから南アフリカヘの黄麻の輸出はインド法（the
　Sea　Custo皿s　Act1879（1950隼12月1日改正）19条および134条，並びに1946年7月17日の命令）
　によって禁止されていた。売主は契約がインド法に違反するという理由でその履行を拒絶し，買主
　は損害賠償を求めてイギリスの裁判所に訴えた。裁判所は，売主には契約の履行を拒絶する権利が
　あると判決した（ct　lユ9581んC301）。この事件における実際の判決は，当該契約は強行できない
　（㎜forceab－e）ということであって，その契約は逢法（111egal）であるとはっきりと判決されたわ
　けではないが（契約が違法であると言い得るのは，契約がその国内法の下で違法である場合のみで
　あって，契約が履行地の法葎によって違法である場合，および外国の法律によって律せられる契約
　の強行が法廷地法（kx　fori）に違反する場合には，契約は，無効と言わずに，強行できないと言
　うのが遼当である），同事件における原則に該当する一切の契約（上の事件は売買契約に関する事
　件であるが，この原則は海上保険にも適用できる。一cf　Lambeth．ψ畝，p．51n4）では，1906年
　英国海上保険法3条の意味における「違法な」（unlawfuI）契約となると考えられている（Ar－
　nol］』d，ψd乱、s．744口，11）o
lユアメリカでは，外国の歳入法に違反する契約でもこれを無効としてい乱一cf　Mulli皿s，肋仰伽
　1批榊”囮蜆o邊工此g酉並（1959）、pp．ユ24＿125－
12　　丁咀r1蛇r，1刊6〃1囮伽3ψEエ榊（1966），江70－
13Fos鮒w　Drisco1l1192911K．旺470事件によれば，アメリカで禁酒法（the　Prohibi廿㎝）が施行
　されていた当時，英国ではアルコール類の輸出入は適法であっても，アメリカにウイスキーを奮輸
　する航海事桑は違法であると判洪されている。一cf　Trei旋1，丁伽〃冊ψω㎜ら卯ei（1970），p．
　3π
ユ4　Amouid，伽切．I　s．744．
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約は違法でも無効でもないという考えは，英国においても全く顧みられない。
4．告知義務について
　次に，告知義務の問題について触れておく。この問題に関する準拠法につい
ては異論が有り得るが，これは契約の効果として生ずる真正の義務ではなく，
保険者の損害てん補の責任を問うための前提要件であるから，やはり英法準拠
条項の適用を受けるべき事項であると考える。［ただし，日本法においても，
告知義務は，その違反の場合に保険契約者に一定の不利益を課する法律上の拘
束ではあるが，本来の意味における法律上の義務あるいは債務というべきもの
ではなく，いわゆる聞接義務と解すべきものであって，保険契約の有効性を決
する前提条件ではないとするのが通説であるため，告知義務の違反があれば，
保険者は原則として保険契約を解除することができるにすぎず，告知義務違反
の効果として契約が当然に無効になるわけではないこと，および保険者が過失
によって告知義務違反の対象となった事項について知らなかったときは，保険
者の契約解除権は認められないこと等，日本商法でも同じである（商法644条1
項，678条1項）。］
　海上保険契約は最大善意の契約であるから，被保険者は，自己の知っている
一切の重要な事実，または通常の業務上当然知っているべき一切の重要な事実
を，契約締結前に保険者に告知しなければならない。重要な事実というのは，
慎重な保険者が，保険を引受けるかどうか，また引受けるとすればいかなる保
険料を課すべきであるかを決定するに当って，その判断に影響を及ぼす事実で
ある。
　そこで，取り敢えず告知義務の問題について英法に準拠するとした場合，イ
ラン取引規則の対象品が米国内に向け運送されるに当っては，種々の規制を受
けることは当然の常識であって，その規制の内容や繕果によって，あるいはそ
の規制に対する対処のいかんによって，当然に保険の効力に影響が出てくるの
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であるから，被保険貨物が同規則の対象品であることは，当然に告知されるべ
き重要な事実である。外国法や条約自体について言えば，外国法や条約の存在
が危険に影響を及ぼすにもかかわらず，一般によく知られていない場合には，
もちろんこれも保険者に告知されるべき重要な事実である15。各被保険者や保
険契約者が自己の船舶や貨物について有する利益，またはその利益に関して存
在するであろう危険事情というのは一つ一つ異なるのであるから，保険者がそ
れらについて有する知識の程度は，彼らのそれに到底及ばない。通常の商品の
売買契約の場合には，売主・買主ともに，債権債務の内容を十分に知りうる立
場にあるのが普通であるが，保険契約の場合には，債務者である保険者の債務
の対象利益の内容やその利益について存在するであろう危険事情については，
もっぱら被保険者側のみが知っているのであるから，特定の事実について，保
険者の質問があると否とを問わず，保険者の判断に影響を及ぼすすべての事実
は保険契約者によって告知されなければならない。保険契約者側には，この程
度の告知で十分であろうという判断は許されないのであるから，その点で，告
知義務というのは保険契約者側にとって瑚か厳しい義務である。もちろん，保
険者が知っているかまたは知っているものと推定される事実は告知されること
を要しないが，当然，その立証義務は契約者側にある。
　この告知義務については二つの問題が生じうる。一つは，被保険者側が，保
険契約の締結にあたって一切の重要な事実を保険者に告知したかという問題で
あり、今一つは，保険者が告知を受ける権利を放棄したのかという」問題であ
る。
　第一の問題について言えば，本件保険契約は，原告のために運送人である被
告Y1によって申込まれたのであるから，保険契約が被保険者のために代理人
によって締結された場合であり，1906年英国海上保険法19条の規定によれば，
代理人は，その通常の業務上当然知っているべきまたは当然代理人に通知され
15　L固口1beth，ψ．δ互、p51．
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たはずの一切の事情のみならず，被保険者が本来告知しなければならない一切
の重要な事情についても，保険者に告知しなければならないが，東京地裁判決
および東呆高裁判決を見る限り，同代理人によってこれがなされたかは甚だ疑
問である。なぜならば，保険契約の申込みにあたって，代理人は本件保険の目
的物を’ragS’と告知したとも聞いているが，保険の目的物の申にペルシャ絨毯
が含まれることが告知されていれば，保険者が本件保険契約を引受けるとは常
識的に考えにくいからである。ただし，この点は事実問題であるので，これ以
上筆者の関知すべき問題ではなv・。
　しかし，第二の問題について言えば，アーノルドの第15版は「保険者は世界
の政治情勢，特定の国々の忠誠，特定の国々の固定した通商規則，保険によっ
て予定された，貿易方法に影響のある危険および困難等については，すべて，
必ず知っていなければならない。したがって，これらは被保険者によって告知
されることを要しない。」と述べている（S，622．ただし，第16版は若干異なる）。
また，テンプルマンも「保険者は，一般周知の事項については熟知しているも
のと推定される。とくに一般商憤習，航路，船積み・荷卸し・積付けおよび荷
造りの方法等については知っているものと推定される。」と述べており，更に
「第18条第3項（・）の規定によれば，保険者が告知することを免除した事情につ
いては，被保険者はこれを告知することを要しない。保険者が告知することを
免除した事晴とは，質問によって知ることができるにかかわらず，保険者が告
知することを黙示的に免除した事庸または何ら質問をしないことによって保険
者が告知を受ける権利を放棄した事情を言う。」と述べている（木村・大谷訳，
38，39頁）。米国とイランとの鞍争については公知の事実であり，米国のイラン
に対する制裁的な通商禁止法については，保険者がその業務上当然知っている
べき事項でありく1906隼英国海上保険法18条3項（b）），また，もし被保険者側が，
保険契約の締結に際して，繊毯の原産地等につき告知したのであれば，ペル
シャ絨毯を米国に輸出することについて問題がないかどうか，保険者は当然質
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問することができたはずであるから，その点について更なる質問をしないこと
によって保険者が告知を受ける権利を放棄した事情であると捉えることもでき
る（同18条3項（功。そうすると，本件保険契約の締結にあたって，保険者は被
保険貨物の内容について十分な質問をしないことによって告知を受ける権利を
放棄したとも考えられ，そうであれば，一審原告の言うように，保険者は，そ
の事実を知りながら，本件契約を引き受けることによって，保険料の詐取を目
論み，貨物が無事目的地に到達すれば口を嬢んで何も言わず，不幸にして事故
が起これば，その段階で，適法担保違反を持ち出して保険金の支払いを拒絶す
ることにより，保険料を不法に利得することを企てた詐歎であると主張するこ
とも、一応は考えられる。
　しかし，本件を上記のように告知の問題として提えると，1906年英国海上保
険法ユ8条3項（d）にはまた，「明示または黙示の担保があるために告知することが
余計である一切の事情」は告知することを要しないと規定されており，本契約
が適法黙示担保に違反しないことが解除条件として設定されているという反論
を受げることになり，一審原告の主張は自家撞着することになる。
5．東足局裁判決について
　5－1、第一審の争点の一つ「原告のイラン取引規則違反の有無並びにその
違反の事実が本件保険契約の効力，被告の損害てん補責任および被告Yユの損
害賠償責任に与える影響の有無」につき，東京地裁は，「一・・本件保険契約
は，米国への輸入が米国法上禁じられているイラン製繊毯を日本から米国に運
送するに当たり，当該繍毯について生じた損害をてん補することを内容とする
ものであること，本件保険契約に基づいて保険金を支払うことについても同様
に禁じられており，右支払を行えば保険者が刑箏訴追を受ける可能性も存在す
ることが認められるところ，かかる保険契約の有効性を認めれば，結果的に違
法な行為を助長することになるだけでなく，保険者において保険金を支払う必
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要が生じることになり，積極的に違法な行為を作出することになる。よって，
本件保険契約は，被保険利益を欠き，それ自体公序良俗に反するものとして無
効と解すべきであるし，少なくとも保険者において刑事訴追を受ける可能性の
ある保険金の支払を請求できないと考えるべきである……」以下の判決理由を
述べて，その判断を示している（109頁（三））。これに対し，東呆高裁は，地裁
の判決理由を否定し，かつこの部分を大幅に修正し，上記判決理由の「」部
分の大部分を削除し，大分の理由を追加している。この部分は，本件保険契約
自体の有効性を判断する重要な争点でありながら，多くの誤りがあり，しか
も，こういった誤りに基礎をおいて高裁判決が下されている点で問題である。
この部分は，高裁が上記の争点に関しどのような考えを持っていたかを知る上
で重要な個所であるので，労を厭わず，以下にこれを転記する。
　「……しかし，被控訴人（保険者）が日本国内において一審原告に対して
保険金の支払を命じる判決に基づいて強制執行を受けたとして，それにより
米国においてどのような刑事制裁を受けるかについては必ずしも明らかでは
なく，少なくとも，日本国においては，個人が趣味で蒐集して所有し又は保
管しているイラン製絨毯を住屠の移転に伴って引越荷物（家財遣具）として
日本から米国に運送することは何の法律にも違反しないのであり，それがイ
ラン取引規則に反し，　審原告において同規則が定める米国内への持込みに
ついての特別許可を取得することがおよそ不可能であったとしても，同規則
は米国の行政上の一時的な規制にすぎず，絨毯は麻薬や武器などの物晶それ
自体に間題がある通常の禁制品とは異なるものであるから（現に，本件当時の
同規則においても五枚までの輸入は一般的に許可されていたし，平成7年5月9日付
けの一般許可により，米国に入国する者が所有するイラン製絨毯については原則とし
て米国への輸入が許可されるに至り，本件については，一審原告は，米国外国資産管
理局に対し，合衆国法律集19編1592条，連邦行政命令集19編162・74条に基づく事前
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開示を行い，米国関税（筆者注一税関の誤りか）から一審原告の本件絨毯の米国内
への持込みに対しては何らの措置も予定していないとの回答を得て，刑事制戴を科さ
れないことが確定している。），契約を無効としてまで取締りを徹底する必要が
あるかは疑問の生じるところであり，本件運送契約が公序良俗に反して無効
であるということはできず，したがって，本件保険契約の被保険利益が公序
良俗に反するものであるということも困難である。そして，右に述べたとこ
ろからは，本件運送契約及び本件保険契約が履行不能であるということもで
きない。
　被控訴人は，貨物の到着地に当該貨物を持ち込むことが当初から違法であ
るにもかかわらず，保険契約締結地又は法廷地の法律にそのような禁輸法が
ないからといって，法廷地法が外国法を無視してそのような契約を有効とす
ることは，昨今の取引が国際化している情勢の下では法常識に反するし，イ
ラン取引規則の制定趣旨はテロリズムに対抗するというものであり，恒久平
和を希求する日本国憲法の趣旨にも合致する，また，貨物到着地の法律に違
反する密輸品につき締緒された貨物保険を有効とすることは，密輸を容易に
し，国際間の協調と平和を求める日本の公序に反するものであると主張す
る。しかし，貨物の到着地の法律によれば当該貨物を持ち込むことが違法で
あったとしても，その違法性の程度はさまざまであり，常にそれに関わる契
約を無効としなければならないものとは到底解されず，イラン取引規則の制
定趣旨が日本国憲法の趣旨に合致するものであっても右のことは同様であ
り，また，個人が住居地を移転するのに伴ってその家財道具を米国内の住居
地に運送する場合にすぎない本件事案において，その貨物につき締結された
貨物保険を有効と判断したからといって，それが一般的に密輸を容易にし，
かつ，助長することにつながるものとも考えられず，それを無効にしなけれ
ば現在の国際関係の中で国際間の協調と平和を求める日本の公序が保たれな
いとまで断言することもできないというべきである。
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　3．被控訴人の主張（二）について
　被控訴人は，仮に本件保険契約が無効でないとしても，本件保険契約にお
ける保険者のてん補責任の有無に関しては英国法が準拠法とされていて，
1906年英国海上保険法41条においては，保険に付された航海事業は適法であ
り，かつ，適法な方法で遂行されることを要求されているところ，本件保険
契約の対象である貨物海上運送は，およそ適法な方法で遂行し得ないそれ自
体違法な航海事業であるから，保険者である被控訴人は，同法33条により，
右契約に基づくてん補責任を負わないと主張する。
　本件保険証券の表面には，不動文字で，『本保険は一切のてん補請求に対
する責任およびその決済に関してイギリスの法律および廣習によることを了
解し，かつ，約束する。』と記載され，その記載に続いて，『（1）捕獲，だ捕，
強留，抑止若しくは抑留およびこれらの結果またはこれらの行為を企図した
結果を担保しない。さらに，また，宣戦布告があると否とを問わず，敵対行
為または軍事的行動の緒果を担保しない。しかし，本免責約款は，交戦国に
よるかまたは交戦国に対して行われた敵対行為によって直接に生じた場合を
除き，衝突，固定または浮流している物体（機雷または魚雷を除く。）との接
触，座礁，荒天または火災を免責するものではない。この約定にいう「国」
にはある国と提携して海軍，陸軍または空軍を保持する一切の政権を包含す
るものである。さらに，内乱，革命，謀反，反乱もしくはこれから生じる国
内闘争の結果，または海賊行為を担保しない。（2〕次の事由による滅失または
損傷を担保しない。a同盟罷業，作業所封鎖を受けた労働者または労働騒
動，騒擾もしくは暴動に加担した者によって生じたもの。b同盟罷業，作
業所封鎖，労働騒動，騒擾または暴動の結果として生じたもの。』と不動文
字で記載されている。
　右の記載は，本件保険によって担保される危険について，原則として『一
切のてん補請求』に対して責任を負うとしつつ，その例外として本件保険に
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よって担保されない危険について明示したものと解される。そして，これを
前提として，右の各記載および保険証券の裏面の免責約款を全体的に観察す
ると，本件保険証券における問題の丁本保険は一切のてん補請求に対する責
任およびその決済に関してイギリスの法律および憤習によることを了解し，
かつ，約束する。』との前記文言は，本件保険が担保する危険の種類と実体
的損害などのてん補責任の内容についてイギリスの法律および憤1習によるこ
ととしたものであり，それ以外の事項である航海（海上）事業の適法性につ
いてまでイギリス法によることを定めたものではないと解するのが相当であ
る。そうすると，航海事業の適法性については，本件保険契約が公序良俗に
反するか否かについての一要素として考慮すれば足りるというべきであり，
前示のとおり，日本においては本件運送が法律に触れることはなく，契約の
履行地である米国のイラン取引規則には触れるが，必ずしもその違法性が高
いとは認められず，現在では刑事制裁を科されないことが確定しているこ
と，本件保険事故は，右イラン取引規則に違反することに関係して生じたも
のではなく，単なる盗難と見られること等を考慮すると，本件保険契約が公
序良俗に反するとは認められないというべきである。被控訴人の右主張は，
採用しない。
　4　なお，被控訴人は，一審原告において本件運送がイラン取引規則に違
反する事実を被控訴人に告知する義務があったにもかかわらず，告知しな
かったから，被控訴人は本件保険金の支払を拒絶することができるとも主張
するが，イラン取引規則違反の法的効果についての判断は，前示のとおりで
あり，右主張は，採用することができない。」
　上は，東京高裁が審原告　控訴人勝訴の判決を下す判断の基礎としている
重要蔀分であることは疑いの余地がない。しかしながら，上記判旨は，本件請
求の当否を判断すべき基礎たる伝統的英文貨物海上保険証券の構成，内容およ
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び生成の歴史を全く理解していないものと断ぜざるを得ず，かかる誤った判断
に基礎を置く判決については，これを容認することができない。
　以下にその理由を述べ飢
　先ず，上記判旨は，わが国の保険会社によって全社的に使用される旧来の伝
統的保険証券の本文では，英法準拠条項の次に，保険引受けの証拠として保険
会社の責任者が署名したことを宣誓し，同時に発行された複数の保険証券のう
ち一通について損害てん補義務が履行されたときは，残りの保険証券はその効
力を失う旨を定めたいわゆる宣誓条項（Att．st．tio皿Cla．s。）が存在し，イタリッ
ク書体の「捕獲掌捕不担保条項」および「ストライキ等免責条項」は，生成史
的には欄外約款の乗揚げ条項（Gr㎝ndi㎎αaus・）の前に存在するのであるが，
この本来記載されるべき位置に本件保険証券ではコード・ナンバーを記載する
欄が印刷されているために，たまたま英法準拠条項と宣誓条項の間に上の二つ
の条項は挿入されたにすぎないといった点の不理解もさることながら，この部
分の最大の誤りは，危険とその結果としての損害を混同し，本来全く性格の異
なる保険証券本文中の英法準拠条項とイタリック書体の「捕獲享捕不担保条
項」および「ストライキ等免責条項」とを並列的に解釈している点である。こ
れは，単に表面に表われた本件海上保険契約約款を論理解釈または文理解釈し
た結果の過ちであって，上記各条項の生成および発展の経緯を史料に基づく考
証的歴史研究を通じて理解していない結果である。すなわち，上記判旨は，
「保険証券本文中に『本保険は一切のてん補請求に対する責任およびその決済
に関してイギリスの法律および慣習によることを了解し，かつ，約東する。』
と不動文字で記載されている英法準拠条項に続いて，イタリック書体約款の
r捕獲章捕不担保条項』および『ストライキ等免責条項』が不動文字で記載さ
れているが，これらの記載は，本件保険によって担保される危険について，原
則として『一切のてん補請求」に対して責任を負うとしつつ，その例外として
本件保険によって担保されない危険について明示したものである，ということ
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を前提として，右の各記載および保険証券の裏面の免責約款を全体的に観察す
ると，右英法準拠条項の文言は，本件保険が担保する危険の種類と実体的損害
などのてん補責任の内容についてイギリスの法律および憤習によることとした
ものであり，それ以外の事項である航海（海上）事業の適法性についてまでイ
ギリス法によることを定めたものではないと解するのが相当である」とする。
　東只局裁をして「右英法準拠条項の文言は，本件保険が担保する危険の種類
と実体的損害などのてん補責任の内容についてイギリスの法律および廣習によ
ることとしたものであり，それ以外の事項である航海（海上）事業の適法性に
ついてまでイギリス法によることを定めたものではないと解するのが相当であ
る」と判断させるに至った前提（「保険証券本文中の英法準拠条項に続いて，イタ
リック書体の『捕獲享捕不担保条項』および『ストライキ等免責条項』が不動文字で記
載されているが，これらの記載は，本件保険によって担保される危険について，原貝叱
してr一切のてん補請求』に対して責任を負うとしつつ，その例外として本件保険に
よって担保されない危険について明示したものである」）それ自体が間違っており，
したがって，その問違った前提に基礎をおく結論もまた問違っていると言わざ
るを得ないo
　すなわち，上記判旨によれば，英法準拠条項の記載は本件保険によって担保
される危険について原則として「一切のてん補請求」に対して責任を負うとし
つつ，イタリック書体約款が，その例外として，本件保険によって担保されな
い危．険について明示したものであるということになる。しかし，英法準拠条項
はト切のてん補請求（または「保険金講求」と訳される）に対する責任（の有
無）」（li．bility　f。。・一・。。y・皿d盆11cl．i㎜）と規定しているのであって，本件保険
によって担保される危険について原則として「一切のてん補講求に対して責任
を負う」とはどこにも規定していないし，本件保険証券のどこを探しても，保
険者は原則として「一切のてん補請求に対して責任を負う」と規定している条
項はない。上記判旨は，あたかも英法準拠条項中の「一切のてん補請求」が保
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険者の責任に対する包播責任を意味し，保険者は原則として「一切の危険」
（・ll・iSk・）を担保するが，「捕獲享捕不担保条項」および「ストライキ等免責
条項」によって保険者の負担する危険を種類的に制限しているかのように解し
ている。本件保険契約はたまたま「オール・リスクス条件」であるが，これは
英法準拠条項に規定する「一切のてん補請求」とは何らの直接的関係を有しな
い。「オール・リスクス条件」は，原則として，いわば原因としての一切の危
険を保険者が担保するということであり，「一切のてん補請求」というのは，
ある結果に対する被保険者側の一切の請求を意味するのである。
　すなわち，英法準拠条項というのは，損害が発生したときに，保険金支払い
の前提となる要件が充足されているかどうか，換言すれば，当該損害について
保険者に責めを負わせるために，充足されるべき担保や条件が充たされている
かどうか，またその損害が，特定の期問内に発生した特定の危険によって特定
の被保険利益に生じた特定の損害であるかどうかを判断するにあたって，その
基準を英国の法律および憤習に置くべきことを定めたものである。したがっ
て，英法準拠条項中に規定された「一切のてん補請求（二保険金講求）に対す
る責任」というのは，文字通り損害が発生したときの，一切の保険金請求の当
否およびそれに対する保険者の責任（の有無）を指すのであり（r一切のてん補請
求」には保険料返還請求も含まれるとする説もある），英法準拠条項は，上記高裁の
判旨に示されるような，「本件保険によって担保される危険について，原則と
して『一切のてん補請求』に対して責任を負う」ということを定めたものでは
全くない。
　このイタリック書体約款が対応するのは，英法準拠条項ではなく，むしろ保
険証券本文申の「危険条項」（P・ri1・Cla・se）の方である。すなわち，この「危
険条項」中には，保険者の負担する危険が一つ一つ列挙されており（このr危
険条項」の最後には，「その他一切の危険，滅失および不幸一一all　o曲er　Peri1s，Losses
㎝d　Misfo・t㎜es）」に対して保険者は責任を負う旨が定められているが，この
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「その他一切の危険，滅失および不幸」という総括的文言（g…。al　wo・d・）す
ら，文字通り保険者は「その他一切の危険，滅失および不幸」を負担すること
を意味するものではなく，この言葉の前に具体的に列挙された「海固有の危
険」（pe・il・of曲e　se。。）以下の危険と同一種類の危険のみしか含まないのであ
る。これは英法独特の解釈原則であって，これを「同種制限の原則」（Pri・・ipl・
of伽伽身舳）と言う。したがって，保険証券では，保険者は「危険条項」
に具体的に列挙された危険およびそれと同種の危険しか負担しないのであ
る。），その危険の申には，「海固有の危険」，「火災」，「投荷」，「船員の非行」
等の海難（m・・i皿・・i・k・）に混じって，多数の戦争危険（w…　i・k・）が含まれて
いる。したがって，保険者は，保険証券本文では戦争危険も負担することに
なっているが，戦争危険を免責するために，「危険条項」に具体的に列挙され
たそれら戦争危険を「危険条項」から削除するという方法を採るのではなく，
イタリック書体約款の1条において，新たな戦争関違危険も含めてこれを免責
しているのである。更に，「危険条項」制定の頃には考えられなかったストラ
イキ，騒擾，暴動等の危険をイタリック書体約款の2条で免責しているのであ
る。
　5－2．次に，上の判旨は，本件運送が「契約の履行地である米国のイラン
取引規則には触れるが，必ずしもその違法性が高いとは認められないこと」を
もって本件保険契約が公序良俗に反するとは認められないことの一つの理由と
しているが，前示の通り，本件講求の準拠法が英法であることを考えれば，遠
法黙示担保違反は絶対的なものであり，その違反があれば保険者は無条件にそ
の責任を免れるのであって，その違法性が高いとか低いとかいった違法の程度
は全く間題とはならないのである。同様に，上記判旨は「本件保険事故は，右
イラン取引規則に違反することに関係して生じたものではなく，単なる盗難と
見られること」をもって本件保険契約が公序良俗に反するとは認められないこ
との一つの理由としているが，損害が担保違反に因果関係を有するか否かは担
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保違反の効果に全く影響を与えないこともまた，前示の通りである。
6．おわりに
　以上、本稿では、本保険金請求事件に対する東兄高裁の判決を中心に検討
し、東呆高裁の判断にはいくつかの誤りがあることを指摘した。このうち最大
の誤りは、本件において使用される英文貨物海上保険証券の構成や生成の歴史
を理解することなく、単に表面に表われた本件契約約款を論理解釈または文理
解釈し、誤った判断を下していることである。もちろん、この東呆局裁の誤っ
た判断に基礎を置く最高裁の判断も誤りであったというべきである。
　結論すれば、本件を被保険利益の点から見ても、本件保険契約は当然無効で
ある。東呆高裁の判決通りに、たとえ本件保険契約が有効であったと仮定して
も、本件保険金請求に対する保険者の責任の有無に関しては英法に拠らざるを
得ないのであるから、適法黙示担保違反の理由により保険者無責という結論に
変わりはない。また、本件を告知義務に関する法的間題として提えても、結論
は同じである、こと、前示の通りである。
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